
北海道地方における流域治水シンポジウム
河川管理課からの情報提供

国土交通省

北海道開発局 河川管理課

令和3年7月2日



１．避難情報に関するガイドラインの改定について

２．水位予測情報の長期間化
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１．避難情報に関するガイドラインの改定について

○ 避難情報に関するガイドライン（内閣府）を、令和３年５月１０日に改定し公表

警戒レベル 新たな避難情報等

５
きん きゅう あ ん ぜ ん か く ほ

緊急安全確保※1

～～＜警戒レベル４までに必ず避難！＞～～

４
ひ な ん し じ

避難指示※２

３
こ う れ い し ゃ と う ひ な ん

高齢者等避難※３

２ 大雨・洪水・高潮注意報
（気象庁）

１ 早期注意情報
（気象庁）

災害発生又
は切迫

災害の
おそれ高い

災害の
おそれあり

気象状況悪化

今後気象状況悪
化のおそれ

災害発生情報
(発生を確保したときに発令)

・避難指示(緊急)
・避難勧告

避難準備・
高齢者等避難開始

大雨・洪水・高潮注意報
（気象庁）

早期注意情報
（気象庁）

※1 市町村が災害の状況を確実に把握できるものではない等の理由から、警戒レベル５は必ず発令される情報ではありません。
※２避難指示は、これまでの避難勧告のタイミングで発令されることになります。
※３ 警戒レベル３は、高齢者等以外の人も必要に応じ普段の行動を見合わせ始めたり、避難の準備をしたり、危険を感じたら
自主的に避難するタイミングです。

これまでの避難情報等
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１．避難情報に関するガイドラインの改定について

※１ 市町村が災害の状況を確実に把握できるものではない等の理由から、警戒レベル５は必ず発令される情報ではない。
※２ 避難指示は、これまでの避難勧告のタイミングで発令される。
※３ 警戒レベル３は、高齢者等以外の人も必要に応じ、普段の行動を見合わせ始めたり危険を感じたら自主的に避難するタイミング。
参考）内閣府（防災担当）：避難情報に関するガイドライン 令和３年５月

・避難指示(Ｌ４)で、危険な場所から全員避難する必要｡
・緊急安全確保(Ｌ５)は、災害が発生･切迫した段階の行動であり、身の安全を確保できる
とは限らず、発令されるとは限らないため、Ｌ４までに必ず避難！が極めて重要。

Ｌ５【緊急安全確保】※１ 命の危険 直ちに安全確保！
・避難し遅れ､災害が発生･切迫し、指定緊急避難場所等への立ち退き避難が
かえって危険な場合に【相対的に安全な場所への移動】等｡

(｢高所への移動｣｢近傍の堅固な建物への退避｣｢屋内の屋外に面する開口部から離れた

場所での退避｣等) (市町村長が必要と認める地域の必要と認める居住者等に指示)

・安全にとれる行動が極めて限られ､身の安全を確保できない可能性があり､

必ず発令される情報ではないため､Ｌ５を待たずＬ４までに必ず避難！

・避難に要する時間(リードタイム)を確保できない時にとらざるを得ない行動｡

Ｌ４【避難指示】※２ 危険な場所から全員避難
・災害発生のおそれが高い場合、危険な場所(災害リスクのある区域等)にいる

全員が【危険な場所から立退き避難】

(指定緊急避難場所､安全な自主避難先(親戚･知人宅､ホテル･旅館等)に避難等)又は､

【自宅等が安全なら屋内安全確保】(安全な上階へ避難､安全な上層階に留まる等)｡

・避難に要する時間(リードタイム)を確保できる場合にとるべき避難行動｡

Ｌ３【高齢者等避難】※３ 危険な場所から高齢者等は避難
・災害発生のおそれがある場合、危険な場所にいる高齢者等(避難を完了させる

のに時間を要する(在宅･施設利用者の)高齢者・障害のある人・避難支援する人)が、

危険な場所から立退き避難､又は､自宅等が安全なら屋内安全確保｡

・高齢者等以外の人も必要に応じ、普段の行動の見直し(外出を控える等)､

避難準備、自主的な避難のタイミング。

・避難に要する時間(リードタイム)を確保できる場合にとるべき避難行動｡



２．水位予測情報の長時間化

■国管理河川の危険度分布（水害リスクライン）

〇国土交通省では、災害の切迫感を分かりやすく伝える取組みの一つとして、上流から下流まで
連続的に洪水の危険度が分かる「水害リスクライン」による水位情報の提供をＲ１年度より開始。

〇「水害リスクライン」は、概ね２００ｍ毎の水位の計算結果と堤防高との比較により、左右岸別に
上流から下流まで連続的に洪水の危険度を表示することが可能となるシステム。

江の川の氾濫発生箇所のリスクライン
（令和2年7月14日10時時点）※イメージ
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２．水位予測情報の長時間化

■令和３年出水期から、すべての国管理の洪水予報河川で水害リスクラインの水位予測情報を活用すること
とし、これまで3時間先の水位予測がＲ3年6月から６時間先までの予測に延伸。

■広域避難が必要な大都市圏などを流れる大河川を中心に、数日先など長時間先までの水位予測の提供と
ともに、アンサンブル降雨予測を活用した不確実性の表現方法について技術開発を推進。
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